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１．一般会計

平成２３年度一般会計当初予算額は１３４億７，５００万円で、その後補正増額され最終予

算額は１５６億９１７万６千円となりました。

歳入決算額は１５３億７，９９４万４千円、歳出決算額は１４７億１，１５４万１千円、歳

入歳出差引額は６億６，８４０万３千円で、平成２４年度への繰越財源６，３２９万６千円を

差し引いた実質収支は６億５１０万７千円となりました。

歳入の主なものとしては、市税が２４億４，３６７万５千円で歳入全体の１５．９％、地方

交付税が６６億５，４３７万７千円で歳入全体の４３．３％、国庫支出金が１９億９，４０８

万７千円で歳入全体の１３．０％、県支出金が７億６，７１０万円で歳入全体の５．０％、繰

越金が８億５，１５７万２千円で歳入全体の５．５％、市債が１５億５，１７０万円で歳入全

体の１０．１％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億４，５３３万７千円、子ども手当関係が４

億４，６９６万２千円、障がい者福祉関係が２億４，０３０万９千円、道路関係補助金が２億

４，２５０万円です。また、経済対策事業関係補助金は１億８，１４３万４千円、農山漁村活

性化プロジェクト支援交付金は１億５８２万１千円減ったものの、道路関係補助金が１億７，

２３０万円、出戸小学校耐震補強・大規模改造事業補助金が８，９２７万７千円、生活保護関

係が３，９８９万８千円増えたことなどにより、前年度比４，７６４万２千円（２．４％）の

増となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉や福祉医療給付費などの社会福祉関係で３億３，７７

４万７千円、児童福祉関係で１億２，３９３万１千円です。また、ペレットボイラー整備事業

や参議院議員選挙、国勢調査の終了などにより、前年度比３，０４２万５千円（３．８％）の

減となりました。

市債は、臨時財政対策債６億３，６８０万円や幼保一体施設整備事業債３億５，０７０万

円、小学校整備事業債１億５，８２０万円、道路整備事業債１億７，８６０万円などで、前年

度比２億２，７６０万円（１２．８％）の減となりました。

歳出の主なものでは、人件費が２９億８３３万１千円、扶助費が２３億６，４８８万８千

円、公債費が１７億５，３６３万３千円で、これら義務的経費の合計で７０億２，６８５万２

千円となりました。投資的経費は２１億８，３７１万７千円で、主なものは、出戸認定こども

園整備事業３億２，３９６万６千円、出戸小学校耐震補強及び大規模改修事業２億５，７６０

万９千円、道路新設改良事業４億３，４８３万８千円です。前年度比では２億４，７２１万６

千円（１２．８％）の増となりました。
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（１）平成２３年度一般会計の決算状況

１．総括

（単位：千円）

区 分 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 増 減 額

予 算 現 額 15,609,176 15,094,686 514,490

歳 入 決 算 額 15,379,944 14,897,381 482,563

歳 出 決 算 額 14,711,541 14,045,809 665,732

歳 入 歳 出 差 引 額 668,403 851,572 △ 183,169

実 質 収 支 額 605,107 655,219 △ 50,112

単 年 度 収 支 額 △ 50,112 195,572 △ 245,684

２．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,443,675 2,429,935 13,740 0.6

地 方 交 付 税 6,654,377 6,166,751 487,626 7.9

国 庫 支 出 金 1,994,087 1,946,445 47,642 2.4

県 支 出 金 767,100 797,525 △ 30,425 △ 3.8

繰 越 金 851,572 542,226 309,346 57.1

市 債 1,551,700 1,779,300 △ 227,600 △ 12.8

歳 入 計 15,379,944 14,897,381 482,563 3.2

３．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,908,331 2,343,103 565,228 24.1

扶 助 費 2,364,888 2,522,627 △ 157,739 △ 6.3

公 債 費 1,753,633 1,746,105 7,528 0.4

投 資 的 経 費 2,183,717 1,936,501 247,216 12.8

歳 出 計 14,711,541 14,045,809 665,732 4.7

歳入総額は 15,379,944千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 14,711,541千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

２ ３ 年 度 2,481,070 304,957 2,786,027

２ ２ 年 度 2,450,696 291,717 2,742,413

増 減 30,374 13,240 43,614

２ ３ 年 度 2,405,477 38,198 2,443,675

２ ２ 年 度 2,377,802 52,133 2,429,935

増 減 27,675 △ 13,935 13,740

２ ３ 年 度 97.0 12.5 87.7

２ ２ 年 度 97.0 17.9 88.6

増 減 0.0 △ 5.4 △ 0.9

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
入
率

経済情勢の低迷に伴う厳しい雇用環境、自営業者の経営不振・企業倒産等が

引き続いており、依然として市税の収納は厳しい状況にあります。電話催告・

自動車のタイヤロック・債権差押・動産差押・不動産差押等の強化を行ってお

りますが、現年度分の収入率は前年度と同じとなっております。滞納繰越分に

ついては納付指導による分割納付及び自動車差押・債権差押・動産差押・不動

産差押等を実施しましたが５．４ポイントの減となっています。全体の収入率

は前年度に比較し０．９ポイントの減となっております。なお、今年度の不納

欠損処理は６３６万４，７３０円、滞納処分の執行停止額は８２９万７，０５

２円でした。

今後も市税の収入確保には一層の努力をしてまいります。

これからも納税の秩序を維持し税の公平を貫くため、財産調査と滞納処分を

強化するともに生活困窮者には滞納処分の執行停止等の処理を適切に行い、滞

納者の減少に努めていきます。
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（３）主要施策の状況

主なソフト事業は以下のとおりです。

主な投資的事業の内容は次のとおりです。

出戸幼稚園を３億２，３９６万６千円で改修し、平成２４年度からは幼稚園と保育園の機能

を併せ持った出戸こども園として運営しております。これにより出戸地区にも保育園が整備さ

れました。

出戸小学校耐震補強及び大規模改造事業を２億５，７６０万９千円で実施し、安全・安心な

学習環境の整備が図られました。

市道の整備では、大清水下谷地線整備事業１億２，８０８万４千円、二田踏切改良事業９，

２４３万４千円、二田追分線舗装補修事業６，１８９万３千円など総額４億３，４８３万８千

円で実施しました。

きめ細かな交付金事業を１億７，０６０万円で実施し、昭和地区３保育園の送迎バスを整備

したほか、道路や公園、教育施設等の整備を実施しました。

住民自治によるまちづくりを推進するための原則やルールなどを定める自治基本条例の制定

事業を３１４万４千円で実施しました。

緊急雇用創出臨時対策基金事業を５，５８０万円で実施しました。

市内全ての小中学校の情報教育環境の充実を図るため、本年度は東湖小学校と追分小学校の

教育用コンピュータと教職員用コンピュータを２，３６２万５千円で整備しました。

例年にない大雪に見舞われたため、除排雪に要した費用は２億４，２８７万８千円でした。

東日本大震災関連では、被災地への職員派遣や物資の支援、本市への避難者の受け入れなど

の被災者等救援経費が２，１６８万１千円、放射線測定器の購入など原発事故対策費が２１６

万２千円でした。

民間資金の市債１７件、１億７，３７９万２千円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額７

６３万３千円を軽減しました。

新庁舎建設のため、建設候補地の用地調査や土地鑑定等を７１３万８千円で実施しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２３年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３６億９，４６５万２千円で、

その後補正増額され最終予算額は３８億９，４７６万１千円となりました。

歳入決算額は３９億７，３１０万５千円、歳出決算額は３６億５，６５９万３千円、

実質収支は３億１，６５１万２千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険税が６億９，７５９万１千円で歳入全体の１７．

６％、国庫支出金が８億９，３３６万８千円で歳入全体の２２．５％、前期高齢者交付

金が９億６６９万７千円で歳入全体の２２．８％、共同事業交付金が４億７，６５０万

７千円で歳入全体の１２．０％となりました。

歳出の主なものとしては、保険給付費が総額２４億７，０２９万８千円です。内訳と

しては、一般被保険者分が２２億２，２８０万８千円、退職被保険者等分が２億２，７

９４万円でした。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児

一時金７８９万円を、死亡に際しては葬祭費３６６万円を支給しました。

保健事業では、８４４万１千円のうち人間ドックを１１５人分、５８３万７千円で実

施し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努め

ました。

また、後期高齢者支援金等が４億３１１万１千円、介護納付金が１億８，６１０万３

千円、共同事業拠出金が４億５，１９４万８千円となりました。

加入者及び医療費の状況としては、対前年比で世帯数が２４世帯の増、被保険者数が

４３人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３２７，６

４２円で対前年比１２，１８４円の増、退職被保険者等分が３５５，４４８円で対前年

比３４，４２３円の減です。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護・施設療養費
療養費は整骨院・補装具等

混合世帯

区分

△ 109

平成２３年度 630,308,835

区分

△ 25増減

区分

4,545

一般被保険
者単独世帯

平成２２年度 8,395

療養給付費
費 用 額

9,135

平成２３年度

806

169

9

383

40

増減 1,825,694
平成２２年度 628,483,141

増減

8,286

△ 2,013,378

総医療費

増減 △ 2,512,118

平成２３年度 284,255,854

区分
療養給付費
費 用 額

498,740
平成２２年度 286,767,972 1,736,609 288,504,581

355,448

退職被保険
者単独世帯

315,458

5,097

24
5,073

被保険者一人
当たり金額

一人当たり
医 療 費

327,6422,714,843,481

合 計

69,326123,663

一世帯当たり
金 額

△ 34,423
389,871

一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

療 養 費
費 用 額

66

9,092

△ 43

収入額

12,184

療 養 費
費 用 額

一人当たり
医 療 費

2,235,349 286,491,203

66,574,727

740

平成２２年度 4,570 160 343

平成２３年度

64,742,183増減 1,832,544

123,888 68,799
527△ 225

29,066,215
平成２２年度 2,621,035,083 27,233,671

総医療費

2,648,268,754
平成２３年度 2,685,777,266

区分
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３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況（３月３１日現在）
（単位：人、％）

平成23年度 34,623 4,617 13.3

平成22年度 34,863 4,483 12.9

前年度対比 △ 240 134 0.4

※ 人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況
（単位：円、％）

収 納 率
総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成23年度 148,473,021 38,744,621 109,728,400 145,366,155 35,490,355 91.6

平成22年度 148,518,254 40,461,654 108,056,600 146,260,233 38,013,933 94.0

前年度対比 △ 45,233 △ 1,717,033 1,671,800 △ 894,078 △ 2,523,578 △ 2.4

平成２３年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億４，７９６万８千円で、その後補正減

額され最終予算額は２億４，６７２万５千円となりました。

歳入決算額は２億４，６３５万７千円、歳出決算額は２億４，４６６万５千円、実質収支額は

１６９万２千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億４，５３６万６千円で歳入全体の５９．

０％、一般会計繰入金が９，９３７万５千円で歳入全体の４０．３％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が２億２，３７４万３千円で歳出全体の９

１．４％となりました。

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率
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４．介護保険事業特別会計

平成２３年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が２７億４，０６７万

１千円で、その後補正増額され最終予算額は２８億５，８０４万６千円となりました。

歳入決算額は２８億６，４１７万１千円、歳出決算額は２８億１，３００万２千円、

実質収支額は５，１１６万９千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険料が４億５，９２１万１千円で歳入全体の１６．

０％、国庫支出金が６億５，２５８万４千円で歳入全体の２２．８％、支払基金交付金

が７億８，５０１万７千円で歳入全体の２７．４％、県支出金が３億８，９２５万３千

円で歳入全体の１３．６％、繰入金が４億７，４９５万２千円で歳入全体の１６．６％

となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が２５億９，８８１万円で歳出全体の９２．４％、地

域支援事業費が４，６４３万５千円で歳出全体の１．７％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が２３億１，２９６万１千円で保険給付費

全体の８９．０％、介護予防サービス等諸費が７，０９８万９千円で保険給付費全体の

２．７％、また、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費

は１億４，７３０万１千円で保険給付費全体の５．７％となりました。

また、地域支援事業費の内訳としましては、介護予防事業費が２３２万２千円、包括

的支援事業・任意事業費が４，４１１万３千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は７８１万８千円で、最終予算額も当初予

算額と同額の７８１万８千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額は同額で、それぞれ７６６万８千円となりました。

歳入は、全て介護予防サービス計画費のサービス収入で、歳出は全て保険事業勘定へ

の繰出金です。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総数 内認定者数 総数 内認定者数 総数 内認定者数

平成23年度 9,079 1,674 12,544 53 21,623 1,727

平成22年度 8,732 1,652 12,775 48 21,507 1,700

増 減 347 22 △ 231 5 116 27

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総額 普通徴収 特別徴収 総額 普通徴収

平成23年度 467,315 47,258 420,057 457,783 37,726 79.8

平成22年度 461,021 38,901 422,120 453,629 31,262 80.4

増 減 6,294 8,357 △ 2,063 4,154 6,464 △ 0.6

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成23年度 10,285 1,293 3,806 2,000 1,806 0 15,384

平成22年度 10,023 1,273 3,799 1,961 1,838 0 15,095

増 減 262 20 7 39 △ 32 0 289

（４）介護サービスの利用状況

イ．介護・支援サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問・通所
地域介護

(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成23年度 1,111,051 298,468 974,431 147,301 67,559 2,598,810 169

平成22年度 1,027,026 298,317 961,892 136,662 63,209 2,487,106 165

増 減 84,025 151 12,539 10,639 4,350 111,704 4

ロ．居宅介護（支援）サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成23年度 158,910 400,414 355,210 196,517 1,111,051 108

平成22年度 162,602 401,288 268,646 194,490 1,027,026 102

増 減 △ 3,692 △ 874 86,564 2,027 84,025 6

ハ．地域密着型サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合計
受給者一人

当たり給付費

平成23年度 170,690 81,187 46,591 0 298,468 231

平成22年度 170,742 81,124 43,631 2,820 298,317 234

増 減 △ 52 63 2,960 △ 2,820 151 △ 3

ニ．施設介護サービス費内訳 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合計
受給者一人

当たり給付費

平成23年度 492,925 481,506 0 974,431 256

平成22年度 480,580 481,312 0 961,892 253

増 減 12,345 194 0 12,539 3

区 分

区 分

区 分

合計

第1号被保険者 第2号被保険者 合計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

施設サービス

調定

居宅サービス
地域密着型
サービス
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５．農業集落排水事業特別会計

（１）集落排水事業整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率
ha ha ha ％

平成23年度 9,796 96 94 97.9

平成22年度 9,796 96 94 97.9

前年度対比

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率
人 人 人 ％

平成23年度 34,603 3,570 2,190 6.3

平成22年度 34,884 3,570 2,243 6.4

前年度対比 △ 281 △ 53 △ 0.1

※ 総人口には、外国人登録人口を含む

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長
人 ％ km

平成23年度 1,707 77.9 28

平成22年度 1,740 77.6 28

前年度対比 △ 33 0.3

区 分

区 分

区 分

平成２３年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億５，７７７万１千円で、そ

の後補正増額され最終予算額は１億６，００２万５千円となりました。

歳入決算額は１億６，３１３万６千円、歳出決算額は１億５，７６１万８千円で実質

収支は５５１万８千円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が１，８８５万６千円で歳入全体の１

１．６％、一般会計繰入金が１億１，２５６万２千円で歳入全体の６９．０％、下水道

債が１，１３０万円で歳入全体の６．９％となりました。

歳出では、豊川地区処理施設の高度処理化事業を１，３００万円で実施し、八郎湖の

水質保全に資することができました。

平成２３年度末の加入戸数は５２１戸となっています。
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６．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率
ha ha ha ％

平成23年度 9,796 1,542 1,168 75.7

平成22年度 9,796 1,542 1,162 75.4

前年度対比 6 0.3

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率
人 人 人 ％

平成23年度 34,603 33,980 30,399 87.9

平成22年度 34,884 33,980 30,405 87.2

前年度対比 △ 281 △ 6 0.7

※ 総人口には、外国人登録人口を含む

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長
人 ％ km

平成23年度 24,172 79.5 211

平成22年度 23,809 78.3 210

前年度対比 363 1.2 1

区 分

区 分

区 分

平成２３年度下水道事業特別会計当初予算額は１２億２，４４６万３千円で、その後

補正増額され最終予算額は１２億９，５０２万９千円となりました。

歳入決算額は１２億２，８３０万円、歳出決算額は１１億７，６７５万４千円、歳入

歳出差引額は５，１５４万６千円で、平成２４年度への繰越財源５３３万３千円を差し

引いた実質収支は４，６２１万３千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が３億９，０１２万４千円で歳入全体の３１．

８％、一般会計繰入金が５億３，００７万７千円で歳入全体の４３．２％、下水道債が

１億８，２７０万円で歳入全体の１４．９％となりました。

歳出では、公共下水道事業として４４２万９千円で管渠３９ｍ、汚水桝３箇所を、

特定環境保全下水道事業として９，７２７万３千円で管渠１，１４５ｍ、汚水桝２９箇

所を施工しました。

平成２３年度末の供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で

１，１６８ha、下水道加入戸数は８，１９１戸となっています。
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７．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽事業整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成23年度 34,603 800 746 2.2

平成22年度 34,884 800 748 2.1

前年度対比 △ 281 △ 2 0.1

※ 総人口には、外国人登録人口を含む

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成23年度 256 34.3

平成22年度 254 34.0

前年度対比 2 0.3

区 分

区 分

平成２３年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は６１５万８千円で、その後補

正増額され最終予算額は６２５万８千円となりました。

歳入決算額は６３７万円、歳出決算額は６０２万３千円で実質収支は３４万７千円と

なりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２９０万４千円で歳入全体の４５．

６％、一般会計繰入金が３０８万５千円で歳入全体の４８．４％となりました。

平成２３年度末の合併処理浄化槽設置戸数は７６戸となっています。
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８．豊川財産区特別会計

９．下虻川財産区特別会計

１０．和田妹川財産区特別会計

１１．飯塚財産区特別会計

平成２３年度豊川財産区特別会計当初予算額は１４５万８千円で、その後補正減額され

最終予算額は１２９万３千円となりました。

歳入決算額は３３３万３千円、歳出決算額は１０６万円で、実質収支は２２７万３千円

となりました。

歳入の主なものは、財産収入が２０８万８千円で歳入全体の６２．６％となりました。

歳出の主なものは、財政調整基金積立金が９１万１千円となりました。

平成２３年度下虻川財産区特別会計当初予算額は１０１万円で、その後補正増額され最

終予算額は１６２万７千円となりました。

歳入決算額は１６８万４千円、歳出決算額は９７万５千円で、実質収支は７０万９千円

となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金１００万５千円で、歳出の主なものは財政調整基

金積立金が６１万８千円となりました。

平成２３年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は６４万３千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１０８万５千円となりました。

歳入決算額は１０８万２千円、歳出決算額は６０万４千円で、実質収支は４７万８千円

となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金が４５万８千円で、歳出の主なものは財政調整基

金積立金が４４万３千円となりました。

平成２３年度飯塚財産区特別会計当初予算額は７５万７千円で、その後補正増額され最

終予算額は１１０万６千円となりました。

歳入決算額は１１０万４千円、歳出決算額は８１万１千円で、実質収支は２９万３千円

となりました。

歳入の主なものは財政調整基金繰入金が４９万１千円で、歳出の主なものは財産管理費

が３４万５千円、財政調整基金積立金が３５万円となりました。

－ 13 －



１２．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

保存工事として、取水井戸の掘替、ろ過機改修、各種ポンプ設備更新等を実施し、

緊急給水作業用に２㎥給水タンクを購入しています。また、上下水道料金納付書及び

徴収の一元化と公営企業システムの更新等を実施しています。

本年度の水道事業収益は543,779,355円、経常費用は465,129,919円、特別損失

1,494,595円で77,154,841円の純利益が生じました。

また、資本的収支については収入額336,913,417円、支出額611,471,171円（消費税

込）で、資本的収支の不足額274,557,754円は、過年度損益勘定留保資金68,950,789

円、当年度損益勘定留保資金205,606,965円で補てんしました。

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な

ど効率的な事業経営に努めてまいります。

本年度末における給水戸数は10,504戸、給水人口は27,783人で、前年度末と比較し

て給水戸数は12戸減少し、給水人口は481人減少しました。普及率は83.15％となりま

した。年間総配水量は3,092,000㎥となり、一日最大配水量は10,837㎥、施設能力

（12,735㎥/日）に対する最大稼働率は、85.1%になりました。

年間有収水量は2,595,136㎥で、有収率は83.9%となり前年度に比較して3.8ポイン

ト減少しております。

建設工事は、２３・２４年度の継続事業で新追分浄水場等施設整備配水設備新築工

事を行っております。また、昭和下谷地地区配水本管布設工事、昭和小谷地地区配水

本管布設工事、秋田市金足岩瀬地内配水管布設工事を実施しています。
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